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（公社）全国解体工事業団体連合会 2023 年度解体工事に係る研究助成金報告書 

 

研究課題：解体工事の環境性評価に関する研究 

 

申請者：道正 泰弘＊ 

 

１．はじめに 

戦後高度成長期に建設された社会インフラは，経年劣化の進行により再構築が必要な時期を向

かえており，それに伴い既存施設の解体工事が増加してきている．2002 年には建設工事に係る

資材の再資源化等に関する法律(建設リサイクル法)が完全施行され，建設副産物の分別解体と再

資源化が義務付けられた．また，2014 年の建設業法の改正により，2016 年に「解体工事業」が

新設された．これらの状況から，日本建築学会は 2024 年に「建築物の解体工事施工指針(案)・同

解説(鉄筋コンクリート造編・鉄骨造編)」(指針案)1)を刊行した．一方，日本建築学会「建物の LCA
指針」2)では，ISO21930:20173)の資材製造，施工，使用，解体，補足情報の各プロセスの分類に

準じて，評価対象となる建築物のライフサイクル評価は，資材生産，建設(施工)，運用(使用)，修

繕・更新，解体・廃棄物処理の各プロセスに分類して評価を行っている．このため，解体工事は

建築物のライフサイクルを構成するプロセスの一つとして，循環型社会の構築のための重要な要

素となる．また，近年は超高層建築物や高層建築物の解体工事の増加により，環境配慮型の解体

工法が求められている例えば 4)．建築物のライフサイクルのうち，建設，運用(使用)，修繕・更新に

関しては要求性能が明確であり，経済性，工期，安全性等の評価方法も確立されている．一方，

解体工事は，建築物あるいは構造物といった成果物がないという点が他の工事と大きく異なるた

め，その要求性能に対応した評価方法の確立が必要となる．なお，成果物がないということは，

社会やクライアントからの要請がないことを意味することではなく，発注者，施工者の合意のも

とに達成すべき性能を設定し，法令等に規定された最低限を超える解体工事を目指すのが望まし

いと考えられる． 
本研究は，建築物のライフサイクルの構成要素である解体工事の性能評価手法の確立を目的に

検討を行った．  
 

２．解体工事における要求性能 

解体工事は，本質的に構造物の安定性を損なう状況が発生する作業であり，安全性の確保が難

しい工事の一つである．実際，解体工事における労働死亡災害は，建設業全体の 8～14%を占め

ており 1)，労働安全性の確保が重要な課題である．また，通行人の死傷，鉄道の運休等の重大な

公衆災害も報告されており 1)，公衆安全性の確保も解体工事に求められる重要な性能の一つであ

る．さらに，解体工事では，建築物に投入された材料・資材が撤去・破砕され，排出されるため，

必然的に大きなエネルギー投入と大量の副産物が排出される．そこで，周辺環境に公害等で影響

を及ぼさないこと(環境安全性)や排出される資源を適切に再資源化し，処理すること(資源循環

性)も求められる．これらの安全性能，環境性能の確保にあたっては，合理的で適正な価格を設

定して発注することや適切な工期を設定すること等が必要となる．このため，解体工事に係る関

係者(発注者・施工者:元請負業者，下請負人，廃棄物処理・処分業者等)は，それぞれの役割と責

務を果たすことが重要である． 
解体工事の要求性能は，図 1 に示すように，地球環境全体への影響を解体工事のシステム境界

として地球(人間活動)の中に，①解体工事現場(施工者)を中心に，関係する②解体工事の発注組

織(発注者)，③解体工事現場の近隣等(住民等)，④廃棄物の運搬(収集運搬業者)，⑤廃棄物の中間

処理場(中間処理業者)，⑥廃棄物の最終処分場(最終処分業者)，⑦行政(監督官庁等)の 7 つのステ

ークホルダーに分類した注 1)．また，これらのステークホルダー間の流れはベクトルで示してい

*名城大学理工学部環境創造工学科 教授 博士（工学）  
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るが，それぞれの関係性は「指導」，「要求」，「輸送」とした．解体工事の要求性能を表 1 に示す．

なお，法規制，近隣からの要求も要求性能の一部とした．これらを経済性(C)，安全性(S)，環境

性(E)の 3 つの評価項目に分類して整理した．工期確保，工期短縮は経済性に含めることとした．

３．解体工事の評価指標

解体工事の評価指標の設定とその妥当性を確認した．なお，ここで示す解体工法とは，使用機

械自体を示す場合もある．

3.1 評価指標の設定

本検討で設定した解体工法の評価指標を図 2 に示す．この評価指標に基づき定量的評価を行

った．具体的には，経済性指標(TC)，安全性指標(TS)，環境性指標(TE)による 3 つの評価指標およ

びこれらの評価指標から 3 次元座標軸上のベクトル成分として総合評価指標(T)を設定し，値が

大きいほど優れていることとした．

(1) 経済性

TC は，解体工事費として式(1)により算定した．算定の範囲は，図 3 に示す解体工事費の構成

のうち，実際の工事で明確になっている直接解体費(労務費，機械・器具費)に限定した注 2). ただ

し，機械・器具費は，機械損料と燃料費により構成される．なお，廃棄物処理費については解体

工法の影響はないものとした．本検討においては，労務費は公共工事設計労務単価 5)により，機

械・器具費の機械損料は日本建築機械施工協会の資料 6)に基づき算定した．表 2 に本検討で用い

た使用機械の機械・器具費を示す．燃料費は，燃料の単価 7),8)と燃料消費量を乗じて算定した．

表 3 に燃料の単価および CO2 原単位を示す．なお，燃料の単価は東京都の単価を用いた．表 4 に

本検討で用いた使用機械の時間当たりの燃料消費率を示す．

𝑇𝑇𝐶𝐶＝∑𝐶𝐶𝑖𝑖 /𝐶𝐶𝐶𝐶                       (1) 

ここに，TC：経済性指標

Ci：各種解体工法を用いた場合の費用(円)※

※労務費，機械・器具費(機械損料，燃料費)の合計

ΣCi：各種解体工法の費用の総和(円) 
(2) 安全性

TS は式(2)により算定した．この式は ISO Guide 73: 2009 9)の考え方に基づき作成した．  
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𝑇𝑇𝑆𝑆＝∑𝑅𝑅𝑖𝑖 /𝑅𝑅𝐶𝐶                          (2)

ここに，TS：安全性指標

Ri：各種解体工法を用いた場合の危険度

ΣRi：各種解体工法の危険度の総和

表 1 解体工事の要求性能

区分 要求性能 評価項目 記号*1

システム境界

地球(人間活動) ・CO2 等の地球温暖化ガスの発生抑制されること

・解体工事の用途で多量の資材を投入しないこと

・分別解体，再資源化による資源の有効活用を図ること

・環境性

・経済性

・環境性

Ｅ

Ｃ

Ｅ

ステークホルダー

①解体工事現場

(施工者*2) 
・適正な工期を確保すること

・経済的な施工を行うこと

・安全性が高い対策を講じること

・適正な予算を組みむこと

・環境保全(公害対策等)が適切であること．

・廃棄物に対して適切な処理を行うこと

・危険物・有害物に対して適切な処理を行うこと

・現場と中間処理場，最終処分場間の距離が近いこと

・工期確保

→経済性

・経済性

・安全性

・経済性

・安全性

・環境性

・環境性

・経済性

Ｃ

Ｃ

Ｓ

Ｃ

Ｓ

Ｅ

Ｅ

Ｃ

②解体工事の発

注組織(発注者)
・合理的で適正な価格を設定し，発注すること

・適正な契約を行うこと

・適切な工期を設定すること

・既存構造物の一部を有効活用できること

・経済性

・経済性，

安全性，

環境性

・工期短縮

→経済性

・経済性

Ｃ

Ｃ

Ｓ

Ｅ

Ｃ

Ｃ

③解体工事現場

の近隣(住民等)
・騒音が発生しないこと

・振動が発生しないこと

・粉塵が発生しないこと

・大気汚染が生じないこと

・湖沼，河川，地下水等の水質汚濁を生じないこと

・地盤沈下を発生させないこと

・解体コンクリート塊の飛散や飛来落下がないこと

・場外出入車輛や駐車車輛等による交通渋滞の回避と交通安全

性の確保

・環境性

・環境性

・環境性

・環境性

・環境性

・環境性

・安全性

・安全性

Ｅ

Ｅ

Ｅ

Ｅ

Ｅ

Ｅ

Ｓ

Ｓ

④廃棄物の運搬

(収集輸送業者)
・輸送物の重量が法規制の範囲内であること

・輸送物の大きさが法規制の範囲内であること

・経済性

・経済性

Ｃ

Ｃ

⑤中間処理場(中
間処理業者)

・搬入された解体廃棄物が処理しやすいこと ・経済性 Ｃ

⑥最終処分場(最
終処分業者)

・廃棄物の量が十分減容化されていること ・経済性 Ｃ

⑦行政(監督官庁

等) 
・道路の占有や歩道防護，ガードレール，交通標識等の撤去を

回避できること

・電線や電柱の移動がないこと

・危険物を取り扱わないこと

・解体工事中に，架線の切断，ガス管･水道管の切損，電話線

の切断等がないこと

・軌道の近くでの解体工事がないこと

・経済性

・経済性

・安全性

・安全性

・安全性

Ｃ

Ｃ

Ｓ

Ｓ

Ｓ

*1 Ｃ：経済性，Ｓ：安全性，Ｅ：環境性 *2:元請負人，下請負人を含む．
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危険度 Ri は，厚生労働省の令和 4 年の労働災害統計 10)から死傷事故の発生確率を用いて式(3)
により算定した．表 5 に各種使用機械の事故の型別における死傷事故の発生確率を示す．なお，

事故の型別は，参考文献 11)の災害事例から選定した．ただし，労働災害の発生は，現場の状況等

によって大きく異なることから，本検討ではあくまで想定できる災害を示すのに止めた．実際の

工事においては，その都度，安全計画書等に基づき検討する必要がある．

𝑅𝑅𝑖𝑖＝∑(𝑋𝑋𝑛𝑛 × 𝑃𝑃𝑛𝑛/100)                        (3)

ここに，Ri：危険度

Xn：事故の型別における被災する可能性を有する作業に従事する作業員数(人) 
Pn：各種使用機械の事故の型別における死傷事故の発生確率(%)で式(4)により算定

その他

解体工事費

機械・
器具費

直接仮設費

直接解体費 労務費

工事原価

一般管理費

純工事費

現場経費

直接工事費

共通仮設費

副産物
処理費

有価物
買取費

その他

有価物
買取費

表 2 使用機械の機械・器具費

区分 分類 費用

労務費
オペレーター 27700 円/人日：2.8 万円/人日で算定

補助作業員 22400 円/人日：2.2 万円/人日で算定

機械損料

ハンドブレーカ 22400 円/人日：2.2 万円/人日で算定

コンクリートカッター 22400 円/人日：2.2 万円/人日で算定

放電パルス破砕機 27700 円/人日：2.8 万円/人日で算定

圧砕機
大型 25500 円/人日：2.6 万円/人日で算定

中型 22400 円/人日：2.2 万円/人日で算定

自走式ワイヤーソー 31600 円/人日：3.2 万円/人日で算定

ロードカッター 6720 円/人日：0.7 万円/人日で算定

表 3 燃料の単価および CO2原単位 7),8),13)

燃料区分 単価 CO2 原単位

軽油 116 円/ℓ(東京都) 2.62kg・CO2/ℓ
電力 36.4 円/kWh(東京都) 0.441 kg・CO2/kWh
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𝑃𝑃𝑛𝑛＝∑𝐷𝐷𝐸𝐸𝐸𝐸/𝐷𝐷𝑇𝑇 × 100                        (4) 

ここに，∑DEW：参考文献 10)による使用した各種使用機械の事故の型別毎における死傷事故

の人数の合計(人)※
※複数の事故の型別が該当する場合は加算する．

DT：参考文献 10)による年間死傷事故の総人数(人) 
(3) 環境性

建築工事の環境性については，2022 年版の JASS 5(2022)12)によると，低炭素性(CO2 排出量削

減)，資源循環性，環境安全性に分類され，それぞれについて評価することが示された．本検討に

おいては，評価対象を地域環境，地球環境への影響に大別し，環境の評価を行うこととした．環

境性評価の階層構造を図 4 に示す．地域環境において環境負荷の要因は，解体現場の近隣等にお

いて発生する騒音・振動，大気汚染，水質汚濁，有害物の溶出等の公害とし，環境安全性に関連

する内容とした．地域環境に影響を及ぼす公害は，法規制(騒音規制法，水質汚濁規制法等)によ

り管理値が設定されており，それを満足しない工事は法令違反となり実施できないことから，評

価の対象ではなく工事を実施するための条件とした．一方，地球環境への影響は CO2 等の温室

効果ガスがあるが 2)，低炭素性に限定し，CO2 排出量により評価することとした．なお，資源循

環性に関連する内容は，建設リサイクル法により分別解体，再資源化が義務付けられていること

から，本検討では法令により遵守されるものとして，評価対象とせず，解体工法の種類による再

資源化率等への影響はなく，副産物の発生量や処理方法は一定とした．解体工事における CO2 排

出量は，使用機器類等の原動機から発生する量が支配的であり，使用するエネルギー源(軽油，

電力等)と作業量により算定される．1時間当たりのCO2排出量原単位は式(5)により算定される．

時間当りの CO2 排出量原単位＝各燃料の CO2 原単位×時間当たりの燃料消費量  (5)  

表 5 使用機械の事故の型別における死傷事故の発生確率

使用機械 事故の型別 11) 死傷者数(人) 10) 発生確率:Pn (%)
年間死傷事故の総人数(人):DT 12597

使用した各種機械の事故の型別における死傷者数(人): ∑DEW

ハンドブレーカ
飛来・落下 1318

(1318+1734)/12597×100=24
転倒 1734

ｺﾝｸﾘｰﾄｶｯﾀ-, ﾛｰﾄﾞｶｯﾀ- 巻込れ 1706 1706/12597×100=14
放電パルス破砕機

自走式ワイヤーソー

高温物接触 233
(233+470)/12597×100=6

動作の反動 470

圧砕機
巻込れ 1706

(1706+1318)/12597×100=24
飛来・落下 1318
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表 3 より CO2 排出量原単位は，環境省・経済産業省の資料 13)に基づき算定した．機械の時間

当たりの燃料消費量は，機関出力と時間当たりの燃料消費率から式(6)により算定した．使用機械

の時間当たりの CO2 排出量原単位を表 6 に示す。なお，機関出力と燃料消費率は，機械製造メー

カの性能仕様書によることとした．

時間当たりの燃料消費量＝機関出力×時間当りの燃料消費率  (6) 

TE は，CO2 排出量を用いて式(7)により算定した．

𝑇𝑇𝐸𝐸＝∑𝐸𝐸𝑖𝑖 /𝐸𝐸𝐶𝐶i                        (7)

ここに，TE：環境性指標

Ei: 各種解体工法を用いた場合の CO2 排出量(kg•CO2) で式(8)により算定※

Ei=時間当りの CO2 排出量原単位(kg•CO2/h)×作業時間(h)×作業日数(日)  (8) 
ΣEi：各種解体工法の CO2 排出量の総和(kg•CO2) ※
※参考文献 13)により有効桁数 3 桁の整数値とした．

(4) 総合評価指標

図 2 に示した評価指標の TC，TS，TE から得られた 3 次元座標軸上のベクトル成分を総合評価

指標(T)として，式(9)により算定した．     

𝑇𝑇＝�𝑇𝑇𝐶𝐶2+𝑇𝑇𝑆𝑆 2+𝑇𝑇𝐸𝐸2                                    (9)  

ここに，T：総合評価指標

3.2 評価指標の妥当性確認

設定した評価指標の妥当性確認として，モデル構造物を対象に単一の解体工法を用いて，評価

指標の妥当性について検討を行った．具体的には，汎用的な 2 種類の解体工法，著者らが開発し

た 1 種類の解体工法 14)，注 3)の合計 3 種類の解体工法により評価を行った．

(1) モデル構造物

モデル構造物は，図 5 に示す RC 造の集合住宅とし，その内の 1 戸分(約 63m2)の床スラブの解

体工事とした．

(2) 解体工法

解体工法の概要を表 7 に示す．本検討では，RC 造構造物の解体工事で，一般的に使われてい

るハンドブレーカ(工法 1)，騒音・振動が少ないコンクリートカッター(工法 2)，放電パルス破砕

機(工法 3)14)を対象とした．それぞれの機械の使用台数は各 1 台とし，作業員は 1 名とした．な

お，労務費は，工法 1，工法 2 は比較的簡便な作業であることから補助作業員程度とし，工法 3
は専門的な操作が必要になるため，オペレーター程度とした．

(3) 評価結果

性能評価指標の算定結果を表 8 に示す．また，図 6 に各評価指標間の関係を示す．経済性は汎

用的な工法 1 がやや優れている．安全性は，感電等高温物との接触(高温物接触)注 4)，動作の反動

以外の事故が想定されにくい工法 3 が優れた結果となった．環境性は CO2 をより多く発生する

工法 2 が劣る結果となった．TC と TS の関係によると，工法 3 は専門的な操作が必要なため労務

表 6 使用機械の時間当たりの CO2排出量原単位

種類 CO2 排出量原単位

ハンドブレーカ 2.619kgCO2/ℓ×3ℓ=7.9kg・CO2/h
コンクリートカッター 2.619kgCO2/ℓ×5ℓ=13.1kg・CO2/h

放電パルス破砕機 0.441kgCO2/kWh×10kW=4.4kg・CO2/h

圧砕機
大型 2.619kgCO2/ℓ×22ℓ=57.6kg・CO2/h
中型 2.619kgCO2/ℓ×16ℓ=41.9kg・CO2/h

自走式ワイヤーソー 0.441kgCO2/kWh×10kW=4.4kg・CO2/h
ロードカッター 2.619kgCO2/ℓ×3ℓ=7.9kg・CO2/h
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費が高くなることから，他の工法に比べてコストが高くなるものの，安全性については優れた結

果となった．TC と TE の関係からは，工法 3 は，他の工法に比べて経済性は劣るが，環境性がや

や優れた結果となっている．TS と TE の関係は，工法 3 は他の工法に比べて安全性，環境性に優

れた結果となった．これらから，総合評価指標(T)は，それぞれ 6.1，4.8，7.6 となり，工法 3 が

最も優れた結果となった．

解体工法 工法 1 工法 2 工法 3

使用機械 ハンドブレーカ コンクリートカッター 放電パルス破砕機

作業状況

概要

一般的な解体工法でハンドブ

レーカの打撃により，RC を破

砕する．

ダイヤモンドを埋込んだカッ

ターで RC を切断する．切断

面は直線平滑であり，正確な

切断が可能である．ブレード

の冷却に水を使用する．

高電圧パルス放電方式による

放電パルス破砕機 14)により，

コンクリート部分を破砕す

る．

特徴

経済性
工期 - 工法 1 に対し延びる 工法 1 に対し約 1.5 倍

仮設 大規模な仮設は不要 工法 1 に対し大 不要

安全性

飛来 有 無 無

転倒 有 無 無

巻込れ 無 有 無

高温物

接触
無 無 有

動作の

反動
無 無 有

環境性

騒音 大※1 工法 1 に比較し減少 工法 1 に比較し大幅減

振動 大※1 工法 1 に比較し減少 工法 1 に比較し大幅減

粉塵 多※2 工法 1 に比較し減少 ごく微量

※1 防音シート, 防音壁等で対処．※2 散水, 換気, 防塵マスクで対処(作業時).

工法 工法

表 7 解体工法の概要

― 55 ―



このように，各工法の特徴を評価できたことから，評価指標は概ね妥当であるといえる．した

がって，本検討では，設定した評価指標を用いてシミュレーションにより，解体工事の要求性能

である経済性，安全性，環境性とともに総合的な評価をすることとした．

４.実工事によるシミュレーション

実際の解体工事と比較用の解体工事として解体工法を想定してシミュレーションを行った．

4.1 条件

(1) 対象建築物

対象建築物は，都内の地下 1 階(RC 造)地上 8 階(一部 SRC 造)の事務所ビルとした．表 9 に対

象建築物の概要，図 7 に対象建築物の伏図(基準階)を示す．

(2) 解体工法

解体工法は，実際の施工で採用した圧砕機による解体工法(解体工法 A)と，ワイヤーソーをベ

ースマシンに搭載した自走式ワイヤーソーを採用した解体工法(解体工法 B)の 2 種類とした．表

10 に解体工法の概要を示す．

表 8 性能評価指の算定結果

諸元 工法 1 工法 2 工法 3

経
済
性

歩掛 0.3ｍ3/日・台 26ｍ/日・台 0.2ｍ3/日・台

工期 25 日 30 日 36 日

Xn 25 人 30 人 36 人

労務費 25 日×2.2 万円/人日＝56 万円30 日×2.2 万円/人日＝67 万円 36 日×2.8 万円/人日＝101 万円

機械損料 4.6 万円 5.7 万円 18.0 万円

燃料費
3ℓ/h×8h×25 日＝600ℓ

116 円/ℓ×600ℓ×10-4＝7 万円

5ℓ/h×8h×30 日＝1200ℓ
116 円/ℓ×1200ℓ×10-4＝14 万円

36.4 円/kWh×8h=291.2 円/日
291 円/kW×10kW×36 日×10-4＝

11 万円

Ci 67 万円 86 万円 130 万円

ΣCi 283 万円

TC 4.2 3.3 2.2

安
全
性

Ri
Pn＝24%

Ri=25×24/100＝6
Pn=14%

Ri=30×14/100＝4.2
Pn=6%

Ri=36×6/100＝2.2
ΣRi 12.4
Ts 2.1 2.9 5.6

環
境
性

CO2 

原単位
軽油

7.9kg•CO2/h
軽油

13.1kg•CO2/h
電力

4.4kg•CO2/h

Ei
7.9kg•CO2/h×8h

×25 日＝1580kg•CO2

13.1kg•CO2/h×8h
×30 日＝3140kg•CO2

4.4kg•CO2/h×8h
×36 日＝1270kg•CO2

ΣEi 5990kg•CO2

TE 3.8 1.9 4.7
総合

評価
T 6.1 4.8 7.6 

0

2

4

6

0 2 4 6 0 2 4 6 0 2 4 6

666666
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(3) 解体工程

解体工法 A では，標準階で 1 フロアーに 3 台の圧砕機を搭載し，運転員 3 名と補助作業員 2
名で作業を行い，6 日/1 階工程で工事を進めた．地下工事では，圧砕機 6 台，作業員 8 人を投入

し 10 日間で完了した．この工事実績を基に歩掛りの比により解体工法 B を採用した場合の工事

計画を検討し，標準階で自走式ワイヤ－ソー3 台と床版用にロードカッター1 台を搭載し，運転

員 3 人と補助作業員 1 名で作業を行い，8 日/1 階の工程で工事を進める計画とした．

4.2 シミュレーション

(1) 諸元

シミュレーションに用いた TC，TS，TE による 3 つの評価指標に対する算定の諸元は，表 2～
表 6 に示した通りである．なお，機械の稼働時間は 8h/日とした．

(2) 評価結果

各評価指標の算定結果を表 11 に示す．また，図 8 に各評価指標間の関係を示す．解体工法 B
の TC は，使用重機の機械・器具費が高額なこと，工期がかかることが影響し，劣る結果となっ

た．一方，TS は感電等高温物接触，動作の反動以外，事故の発生が少ないと想定されることから

優れた結果となった．TE は CO2 排出量が少ない電力を燃料としていることにより，解体工法 A
に対して優れた結果となった．TC と TS の関係によると，解体工法 B は解体工法 A に比べてコス

トが高いが，安全性が優れた結果となっている．TC と TE の関係からは，解体工法 B は解体工法

A に比べてコストがかかるが，環境性は優れた結果となっている．TS と TE の関係は，解体工法

B は解体工法 A に比べて安全性，環境性ともに優れた結果となっている．これらから，解体工法

A は経済性に，解体工法 B は安全性と環境性で優れた結果が得られ，総合評価指標の T は，解

体工法 A の 3.2 に対し，解体工法 B が 7.7 となり，優れている結果となった．

表 9 対象建築物の概要

用途 事務所ビル

経年 31 年

敷地面積 642m2

建築面積 582m2

延床面積 5,863m2

階数 地上 8 階 地下 1 階

軒高 31m
工事期間 2021 年 4 月～2022 年 8 月

主要資材物量

コンクリート 5,900m3

鉄筋 750t
鉄骨 370t
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このように，解体工事の要求性能を経済性，安全性，環境性の 3 つの評価指標により，総合的

な性能を定量的に評価することが可能となる．ただし，本検討は限られた範囲の中で実施したも

ので，今後はより詳細のデータに基づき，精度を向上させる必要がある．特に，環境性は低炭素

性として CO2 排出量により評価したが，資源循環性，環境安全性等，解体工事が環境に及ぼす影

響を総合的に評価する指標が必要となる．

５．まとめ

建築物のライフサイクルの構成要素である解体工事の性能評価手法の確立を目的に検討を行

った結果，以下のことがいえる．

(1) 解体工事のシステム境界の中に，施工者等，7 つのステークホルダーとその間の流れを設定

し，それぞれの要求性能を経済性，安全性，環境性の 3 つの評価項目に分類して整理した．

(2) 解体工事の評価は，経済性はコスト，安全性は危険度，環境性は CO2 排出量を用いた 3 つの

評価指標を設定し，各工法を評価した結果，概ね各工法の特徴を評価できた．さらに，これら

3 つの評価指標を用いて 3 次元座標軸上のベクトル成分を総合評価指標として算定することに

より評価した．

(3) 本検討で設定した評価指標により，実際の解体工事を例にシミュレーションを行った結果，

経済 性，安全性，環境性による総合的な性能を定量的に評価することが可能であることが明

らかとなった．ただし，本検討は限られた範囲の中で実施したもので，今後はより詳細のデー

タに基づき，精度を向上させる必要がある．特に，環境性は低炭素性の CO2 排出量に限定して

評価したが，資源循環性，環境安全性等，解体工事の環境に及ぼす影響をより総合的に評価す

る指標が必要となる．

表 10 解体工法の概要

解体工法 A B
使用機械 圧砕機 自走式ワイヤーソー

概要

ハサミ状の圧砕機をアーム先端に取付け，

RC，SRC，S を圧砕

油圧ショベルにワイヤーソーを装着し，RC，

SRC を押切り切断

特徴

経

済

性

工期 － 解体工法 A に比較し若干延びる

仮設 養生シート，散水設備が必要 解体工法 A に比較し大幅削減可能

安

全

性

巻込れ 危険性有 危険性少

飛来

落下
危険性有 危険性少

高温物

接触
危険性少 危険性有

動作の

反動
危険性少 危険性有

環

境

性

騒音 比較的小さい 周辺交通騒音程度

振動 比較的小さい 不感知レベル

粉塵 多い※ 解体工法 A に比較し半分以下

※散水，換気，防塵マスクにより対処(作業時)．

― 58 ―



表
1
1
 

各
評

価
指

標
の

算
定

結
果

解
体

工
法

階
階

高
(m

)
床

面
積

(m
2 )

 

機
械

台
数

※
1

(台
)

作
業

員
数

(人
)

稼
働

日
数

※
2

(日
)

経
済

性
安

全
性

環
境

性
総

合
評

価 T 
労

務
費

5)

(万
円

) 
機

械
・

器
具

費
(万

円
)

C
i

ΣC
i

T C
X n (人

)
P n (%

)
Ri

ΣR
i

T S
Ei

 
ΣE

i
T E

機
械

損
料

6)
燃

料
費

7)
,8

)

A
 

PH
4.

9
77

大
型

:1
運

転
員

:1
1

2.
8

2.
5

2.
0

7.
3

43
60

.6

2.
5 

1
24

.0
0.

24

10
9.

5

1.
4 

46
1

84
00

0

1.
2 

3.
2 

中
型

:1
補

助
員

:1
1

2.
2

2.
2

1.
5

5.
9

1
24

.0
0.

24
33

5

2～
8F

3.
6

64
0

大
型

:2
運

転
員

:3
6

34
9.

0
21

0.
0

17
1.

5
73

0.
5

12
6

24
.0

30
.2

0
38

70
0

中
型

:1
補

助
員

:2
6

18
8.

2
94

.1
62

.4
34

4.
7

84
24

.0
20

.2
0

14
10

0

1F
4.

8
64

0
大

型
:2

運
転

員
:3

7
58

.2
35

.1
28

.6
12

1.
9

21
24

.0
5.

04
64

50
中

型
:1

補
助

員
:2

7
31

.4
15

.7
10

.4
57

.5
14

24
.0

3.
36

23
50

B
1F

 
12

.3
64

0
大

型
:4

運
転

員
:5

10
13

8.
5

10
0.

0
81

.7
32

0.
2

50
24

.0
12

.0
0

18
40

中
型

:2
補

助
員

:3
10

67
.2

44
.8

29
.7

14
1.

7
30

24
.0

7.
20

67
00

計
83

7.
5

50
4.

4
38

7.
8

17
29

.7
32

7
-

78
.5

0
70

90
0

B
 

PH
4.

9
77

ﾜ
ｲ
ﾔ
ｰ
ｿ
ｰ

:1
運

転
員

:1
1

2.
8

3.
2

2.
3

8.
3

1.
7 

1
6.

0
0.

06

3.
5 

35

6.
4 

7.
7 

ｶ
ｯ
ﾀ
ｰ

:1
補

助
員

:1
1

2.
2

0.
7

1.
1

4.
0

1
14

.0
0.

14
63

2～
8F

3.
6

64
0
ﾜ
ｲ
ﾔ
ｰ
ｿ
ｰ

:3
運

転
員

:3
8

46
5.

4
53

0.
9

39
1.

2
13

87
.5

16
8

6.
0

10
.1

0
59

30
ｶ
ｯ
ﾀ
ｰ

:1
補

助
員

:1
8

12
5.

4
37

.6
62

.4
22

5.
4

56
14

.0
7.

80
44

0

1F
4.

8
64

0
ﾜ
ｲ
ﾔ
ｰ
ｿ
ｰ

:3
運

転
員

:3
11

91
.4

10
4.

3
76

.8
27

2.
5

33
6.

0
1.

98
11

60
ｶ
ｯ
ﾀ
ｰ

:1
補

助
員

:1
11

24
.6

7.
4

12
.2

44
.2

11
14

.0
1.

54
69

2

B
1F

 
12

.3
64

0
ﾜ
ｲ
ﾔ
ｰ
ｿ
ｰ

:4
運

転
員

:4
18

19
9.

4
22

7.
5

16
7.

2
59

4.
1

72
6.

0
4.

32
25

40
ｶ
ｯ
ﾀ
ｰ

:2
補

助
員

:2
18

80
.6

24
.2

40
.1

14
4.

9
36

14
.0

5.
04

22
70

計
99

1.
8

93
5.

8
75

3.
3

26
80

.9
37

8
-

30
.9

8
13

10
0

※
1
大

型
:大

型
圧

砕
機

，
中

型
:中

型
圧

砕
機

，
ワ

イ
ヤ

ー
ソ

ー
:自

走
式

ワ
イ

ヤ
ー

ソ
ー

，
カ

ッ
タ

ー
:ロ

ー
ド

カ
ッ

タ
ー

※
2
燃

料
費

は
機

械
の

稼
働

時
間

を
8h

/日
と

し
て

算
定

し
た

．

― 59 ―



謝辞

本検討の実施にあたり，㈱大崎総合研究所 村上 一夫氏に多大の協力を頂いた。ここに厚く

謝意を表す。

参考文献

1) 日本建築学会: 建築物の解体工事施工指針(案) ・同解説(鉄筋コンクリート造編・鉄骨造編), 2024
2) 日本建築学会：建物の LCA 指針 温暖化・資源消費・廃棄物対策のための評価ツール 改訂版，2024
3) International Organization for Standardization, ISO 21930:2017, Sustainability in buildings and civil 

engineering works - Core rules for environmental product declarations of construction products and services, 
2017

4) 市原英樹ほか：超高層建物における閉鎖型解体工法の開発，日本建築学会技術報告集，19 巻，41
号，pp.13-18，2013.2

5) 国土交通省: 公共工事設計労務単価, 2023.2
6) 日本建設機械施工協会: 建築機械損料表, 2011.5
7) 建設物価調査会：建設物価，2024.5
8) 東京電力エナジーパートナー(株)：電気料金プラン，2024.4
9) International Organization for Standardization, ISO Guide 73:2009 Risk management Vocabulary, 2009
10) 厚生労働省労働基準局安全衛生部安全課: 令和 4 年労働災害発生状況等, 令和 5 年 5 月 23 日

11) 建設業労働災害防止協会：災害事例，2021.5
12) 日本建築学会: 建築工事標準仕様書・同解説, JASS 5 鉄筋コンクリート工事, 2022
13) 環境省地球環境局, 経済産業省産業技術環境局: 特定排出者の事業活動に伴う温室効果ガス   

排出量の算定に関する省令, 2023.12
14) Kazuo Murakami, Yasuhiro Dosho, Kensuke Uemura, Hiroshi Kimura: Concrete Demolition and Surface 

Scraping using High Voltage Pulse Discharge, Journal of Advanced Concrete Technology, Vol.16 Issue 8, 
pp.358-367, August 2018

注

注 1) 指針案 1)2.5 の「解体工事における関係者の役割と責務」に準拠したうえで，必要と思われ  
る項目を追記し，要求性能との関連を示した．

注 2) 仮設費は，現場の状況等で大幅に異なることから本検討には含めない．

注 3) 著者らが開発した放電パルス破砕機 14)は，実用化された工法ではないが，特徴を把握している

ため，評価指標の妥当性確認のため選定した．

注 4) 参考文献 10)では，「高温・低温物との接触」であるが，内訳が不明なため，本検討では，「高温

物との接触(高温物接触)」として一括りにした．
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